
りんこうえき

るにしたがって無色部の面積が増加し， これをある一定の距鋭

から銀色と対比して ， ~虫色の濃度を勲男1)するこ と になっている。

肌色の表示刀法としてばい士川直と称するものがあるが， これは

州の波及:に i該当する却1線図の帯号に， それの 11寺分を来じたもの

である。ばい史y~の濃度率とはばい煙のために光線のしゃ断され

た;則合をいうものであり， つぎの よ うに求めることができる。

一 総ばい般{自 X20 , 
般の/tu立ネー ーでー=-=-- %

観 ill1)時刀

lllI ill')方法としては下記のものが一般に保j刊されている。①

リンゲ Jレマン燈線凶

~!ll線図と飢;Jl1)者との距離は約 15 m が適当 ②慰と観測者と

の距離は約 30-400 m とすること ③ 観測者の観測方向は煙

の流れと直角とすること ④ 処は焼失の直上のものを ìJlI)定す

ること ⑤ 太陽の光線に l己j って観測せぬこと 。

後l誕)llïに適用する場合はこのお1)合をも って紛滅すればよい。

(盟件、I正義)

りんこ う えき 臨港駅 船舶により到指した貨物を奥地に，

また奥地より米た貨物を海上に輸送するためには港湾に接して

鉄道を敷設して， 1反扱に必主主な諸般の誌tfHHを施し，貨物愉送の

迅速化をはからなければならない。このため鉄道の俳線から分

自主して港湾に歪り ， 水陸連絡のために放設する鉄道の終端似の

こと。貨物を扱うもののほかに旅客を扱うものもある。貨物を

扱うものの大きさは峨頭 ・ 上家 ・ 倉庫 ・ ~~-I; 1-住総空宇の臨港設備の

大きさにより，また IIJÀする貨車の数により活発線 ・ {上沢総 ・

その他運転設備やが定まるが， 臨港駅の近くにj;'î車操11;;:)揚があ

れば設備が少なくて十分である。旅客を]反扱うもの としては遠

隔地への定期航路を有する浴で，入出港の際架下船の答: も 多く ，

かつ送迎者もあるところでは，旅客に対して架下船に使幸1)な位

1ftに旅客設仰を設け，船平連絡列車を巡転する。 戦rìíJ fPim ・ や 1 '
戸 ・ 長崎 ・ 敦 'i'i ' !1f 内等で災l息されていた。(梶悶 功)

りんこ う せん 臨港線 (英) port ra ilroad , harbour rail way 

7k陸ìill絡の旅客または貨物を取扱うため港湾地，ji?に敷設され

た欽道路線。 ~;fl;浴鉄道ともし、う。港湾の岸壁，物湯J必等におけ

る線 と ， 本線からこれらの地，;i;十こ至る校総とがあり，きわめて

まれではあるが，この前者のみを臨港線ということもあり， ま

た鉄道'@;業上位;築総 となっているものだけを臨港線とい うこと

もある。種々の見ブJから分類することができる。

l その建設政負担からみる と ① 医|飲負担のもの ② 

国鉄と地ブJ公共団体との共同負担のもの ③ 固または地ブj公

共聞休の負担の もの @ その他の負担のものがあり ，

2 鉄道'ß ~陸上の分類からみると ① 銘業紋として営業キ

ロを定め，同\を設けているもの ② 舘来線として分岐駅の総

内 fJllJ線としているもの ③ 非営業総としているもの ④ 地

方公共団体の専用側線または専用鉄道となっているもの ⑤ 

その他の専)'fJ!JlIi総または専用鉄道となって L 、るものがあり ，

3 その臨泌総の所在する岸壁 ・ 物繊場等の管理主I!~の主f*

からみると ① 国鉄管理の岸壁 ・ 物繊場等の線 ② 港湾管

恋!者管理の岸壁 ・ 物初場等の線 ③ その他べつの経笛主体が

~JJlj!する岸壁等の総がある。

国鉄の臨泌総建設についてはi時代時代により向ーではなく，

m極的7工場合もあり消極的なi時代もあった。最近は国鉄財政が

きわめて窮迫している反田. 1Ip，和 25 年港湾法制定施行以来，地

方公共団体の行 う港湾整備について，臨港線の建設も国家補助

の対象となる関係もあり，臨港線の建設も地方公共団体がその

主体となるものが大部分である。

なお， 11日和 32 ・ 2，固 または港湾管理l者の負担により建設し

公共の川に供する陥港線の処辺!万について ， 運輸省と 国鉄との

|刻係者|聞の協議が成立 し ， j:l: f.!Jが交換された。この党告は， 上

記の臨泌総について，建設その他の協議方， 工事政の負担区分，

臨港線の極別(これによ っ て， ，自業線 ・ 専用線寺会のほかに， 公共

臨港線の制皮が新設された)，その取扱ブf等を定めている。

ー」臨港鉄道。(森悌寿)

り んこ う ち く 臨港地区 港湾法に主主められた港湾地域。都

市の発展のために都市計画法があるように ， 港湾の発展のため

に泌湾7.k J或に嫁する一定の地区を臨港地区として指定し，その

区以内の将米の青| 闘を定め， 港湾の開発発展に支障のない よう

にするためのものである。 したがってこの区以内には， 港湾の

巡蛍にいちじるしく支障をお よ ぼす建造物の建設は制限される

ばかりでなく ， 現存する ijúi設でもその目的をいちじるしく阻挺

するものは， 撤去を命じ得るのである。港湾i去に定められた臨

港地区の概裂はつぎのとおりである。

1 港湾管理者は都市計画区j或以外の地峡について，巡紛大

l立の認可を受けて臨港地区を定めることができる。ただしこの

臨港地区は港湾の管!'Jl巡営に必要最小限度のものであること。

2 港湾管理者は臨港地区内につぎの分区を指定し得る。

( 1 ) 商港区 旅客または一般の貨物の取扱いを目的とする

区域。

(2) 特殊物資港区 石炭鉱石そのほか大量のばら債をJìIi例と

する物資の取り扱いを目的とする区滅。

(3) 工業港区 工場そのほか工業用施設を設置させることを

目的とする地区。

(4) 鉄道連絡港区 鉄道と鉄道連絡船との述絡を行わせるこ

とを目的とする地区。

(5) 漁港区 水産物を取り 扱わせ， または漁船のw浴の準

備を行わせることを目的とする地区。

(6) バンカ ー港区 船舶用燃料のJtr ÎIほお よび補給を行わせる

ことを目的とする地区。

(7) 保安港区 爆発物その他の危険物を取扱わせることを目

的とする地区。

3 分区内の規制 前j項の分区内には， 各分区の目的をし、ち

じるしく阻怨する建築物そのほかの構造物で， 港湾管理者とし

ての地方公共団体の条令で定める ものを建設 してはならない。

(1) 現存建物の倣去移転

ア 港湾管理者の長は，分区内に存する建築物そのほかの緋

築物が， 港湾区域の n~JÆ施行により ， 分区の目的をいちじるしく

阻密するときは， 当該Wi築物の所有者または占有者に対し， 当

該十1'1';築物の改築移転または撤去することを命ずるこ とができる。

イ 港精管沼l者の長が白íJ項の命令をしよう とする と きは， あ
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